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農薬の生態リスク評価の高次リスク評価への利用が期待される毒性試験や野外試験等について，国内におけ

る実施状況に関する文献調査を行った．収集した文献を 5 つの項目（A-1;室内単一生物試験-水生植物, A-2;室内

単一生物試験-水生植物以外, B;室内多生物試験, C ;野外試験, D;バイオモニタリング）に分類し取りまとめた． 

調査の結果 101 件の文献を収集した．試験生物に焦点をおき情報を整理し，国内で毒性試験や野外試験等を

行う際に扱いやすいと考えられる生物種を確認した． 
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緒    言

農薬の生態リスク評価は，初期的な評価（ワー

ストケースを想定した保守的な評価）からはじま

り，リスクの可能性が認められた場合に高次のリ

スク評価（より現実的な評価）を実施することが

一般的である 1,2)．初期リスク評価では，主として

室内で実施される単一種の生物を用いた毒性試

験の結果（以下，必須データという．）が活用さ

れている．高次のリスク評価では，以下に示す手

法が有効であるとされている 3)

１）必須データに関する精査，

２）さらなる単一生物種試験の実施，

３）室内多生物種試験の実施，

４）野外試験の実施．

我が国の水産動植物登録保留基準の設定時に

は，魚類，甲殻類および藻類の 3 生物群の試験を

必須データとして評価を行っている 4)．現行のリ

スク評価スキームでは，高次リスク評価に相当す

る評価は限定的であり，一部の試験生物種（コイ

以外の魚種，ユスリカやヨコエビ等）について，

試験結果の不確実係数の設定や急性影響濃度の

補正への利用，環境中予測濃度の推定で第二段階

の予測値（物質の分解性等を考慮した，より精緻

な計算方法）を活用するにとどまっている．

現在，室内多生物種試験や野外試験の結果は評

価に利用されておらず，農薬の水生毒性評価のた

めの高次リスク評価手法の開発は，喫緊の課題と

なっている 5)． 
農薬の高次生態リスク評価は，生態系の構成要

素や文化が異なる欧米諸国の手法をそのまま取

り入れることはできない．実行可能かつより現実

的な評価には，地域の特性を考慮することが極め

て重要である．

農薬等化学物質の生態リスク評価に関する研

究分野は，我が国において盛んな分野とはいえな

い．そのため，我が国における農薬の水生毒性評

価のための高次リスク評価に関する科学的知見

は限定的である．また，国内で検討された，さら

なる単一生物種試験，室内多生物種試験および野

外試験（以下, 高次試験という．）について，試験

設計や試験結果を縦覧できる資料は認められな

い．

そこで本調査は，水産動植物に対する農薬の高

次リスク評価への利用が期待される高次試験の

国内における実施状況および試験内容について，

情報収集･整理を行い，高次試験に係る現状と課

題を俯瞰できるよう資料にまとめることを目的

とした．

なお，本調査では収集する文献を学術論文に限

定せず，都道府県の報告書，各種講演要旨等も文

献として位置づけ，幅広く情報収集を行った．

調査方法

文献調査を実施する分野を以下の 4 項目（A-1, 
A-2, B, C および D）に分類した． 

A-1 さらなる単一生物試験種（水生植物） 
A-2 さらなる単一生物試験種（水生植物以外） 
B 室内多生物試験 
C  野外試験 
D バイオモニタリング 
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Google scholar，AGROPEDIA，J-STAGE 等イン

ターネット上でのキーワード検索を中心に情報

の収集を行った．収集した文献を読み込み，同様

の研究内容であるものは適宜とりまとめ，本稿で

は代表的な文献を紹介したい．また，項目毎に試

験生物に焦点をおき情報を整理すると共に，水産

動植物に対する農薬の高次リスク評価への活用

という観点から考察した．

調査結果

調査の結果，延べ 101 件の文献を収集した．項

目別の内訳を表 1 に示す．以下，項目別に調査結

果の概要を示す．

表 1. 収集した文献数 
分野 文献数（件） 

A-1 
さらなる単一生物試験種

（水生植物）
22 

A-2 
さらなる単一生物試験種

（水生植物以外）
26 

B 室内多生物試験 22 
C 野外試験 27 
D バイオモニタリング 4 

1. さらなる単一生物試験種

1.1. 水生植物

収集した 22 件のうち 14 件が藻類（淡水藻類 7
件, 海産藻類 7 件），8 件が高等水生植物に関する

文献であった．

OECD（Organisation for Economic Co-operation 
and Development, 経済協力開発機構）における藻

類生長阻害試験のテストガイドライン（以下

TG201 と い う ．） で は 2 種 の 淡 水 緑 藻

（ Pseudokirchneriella subcapitata お よ び

Desmodesmus subspicatus ）， 1 種の淡水珪藻

（Navicula pelliculosa）および 2 種の淡水藍藻

（ Anabaena flos-aquae お よ び Synechococcus 
leopoliensis）が供試生物として推奨されている．

文献調査の結果，OECD 推奨種以外で表 2 に示す

生物が TG201 に準じた試験の実施が可能である

と考えられた．また，TG201 に準じた試験の実施

はできないが，海産のノリ類や大型藻類の配偶体

を供試生物とした毒性試験法について報告が認

められた 17-19)． 

表 2. 試験生物として報告のあった微細藻類 

生物名
文献

番号

淡

水

緑藻 Chlamydomonas reinhardtii 6,7 

珪藻

Achnanthidium minutissimum 8,9,10,11 

Craticula molestiformis 8,10 

Eolimna minima 8,10 

Eolimna subminuscula 8,10 

Fistulifera saprophila 8,10 

Mayamaea atomus 8,10 

Nitzschia palea 8,10,11 

Planothidium frequentissimum 8,10 

Planothidium lanceolatum 8,10 

Sellaphora seminulum 8,10 

藍藻

Merismopedia tenuissima 9,10 

Pseudanabaena galeata 11 

Spirulina platensis 12 

海

産

緑藻 Dunaliella sp. 13,14 

珪藻
Chaetoceros gracilis 15 

Nitzschia sp. 16 

ハプト藻 Pavlova lutheri 15 

高等水生植物に関して，OECD には現在 Lemna
属ウキクサの生長阻害試験（以下 TG221 という．）

およびフサモの毒性試験（TG238 および TG239）
のガイドラインがある．いずれも被子植物（Lemna
属ウキクサ; 単子葉, フサモ; 双子葉）であり，供

試生物としては，TG221 では，2 種の Lemna 属ウ

キクサ（Lemna gibba（イボウキクサ）, Lemna minor
（コウキクサ）），TG238 および TG239 では，ホ

ザキノフサモ（Myriophyllum Spicatum）が推奨種

とされている．

文献調査の結果，被子植物としては，日本に生

息する Lemna 属ウキクサ 4 種，Spirodela 属ウキク

サ 1 種，Wolffia 属ウキクサ，エビモ，ジュンサイ

についての報告が認められた（表 3）．供試生物の

多くは単子葉の植物であった．

被子植物以外では，シダ植物についての報告が

多く（表 3），文献で使用されていた各種浮遊植物

については，TG221 に準じた試験が実施できると

考えられた．
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これらの知見は今後検討が進められると考え

られる SSD（種の感受性分布）法による評価 5)で

の活用が期待される．

1.2. 水生植物以外の生物 
水生植物以外の生物の毒性試験に関する文献

として，26 件（日本環境毒性学会編集の生態毒性

試験ハンドブック 28)を除く）収集した．そのうち

20 件が水生昆虫に関する文献であった．本稿で

は，1）水生昆虫，2）両生類，3）その他に分類

して紹介したい（表 4）． 

表 4. 収集した文献数（水生植物以外の生物） 
分野 文献数（件） 

1) 水生昆虫 20 
2) 両生類 3 
3) その他 3 

1.2.1. 水生昆虫 
水生節足動物の急性毒性試験に関しては，

OECD では現在ユスリカ（Chironomus sp.）の遊泳

阻害試験（TG218 および TG219）のガイドライン

が採択されている．収集した文献 20 件のうち多

くが卵や幼虫期のみ水中で過ごす生活史の生物

（トビケラ, トンボ等）を扱ったものであった（表

5）．
我が国における農薬の高次リスク評価への活

用という観点では，現行の評価法の評価地点であ

る河川中にも生息する生物であるトビケラ幼虫，

カゲロウ幼虫，トンボ幼虫，ホタル幼虫などを用

いた手法の活用が期待される．特にコガタシマト

ビケラを用いた毒性試験は，飼育法 35)および 1 齢

幼虫を用いた毒性試験法のマニュアル 36)が整備

されていることなどから，実用性の高い手法であ

ると考えられた．また，リスクコミュニケーショ

ンを円滑に進める（世間一般に理解されやすい）

という観点では，トンボやホタルを用いた評価も

有効であると考えられた．

1.2.2. 両生類 
 両生類については，カエルを用いた試験に関す

る文献およびサンショウウオを用いた試験が認

められた．試験に使用されていたカエルの種類

は，アフリカツメガエル（Xenopus laevis）49)，エ

ゾアカガエル（Rena chensinensis）50)，ニホンアマ

ガエル（Hyla japonica）51) であった．サンショウ

ウオについては，エゾサンショウウオ（Hynobius
retardatus）50)が使用されている文献が認められ

た．

1.2.3. その他 
貝類では，カワニナ（Semisulcospira libertina）

51)，サカマキガイ（Physa acuta）51,52)，マルタニ

シ（Cipangopaludina chinensis）51)を用いた毒性試

験の報告が認められた．その他，甲殻類のミズム

シ（Asellus hilgendorfii）52)や淡水性のヒドラ（Hydra 

表 3. 試験生物として報告のあった高等水生植物 

生物名
文献

番号

被

子

植

物

単子葉
浮遊 

アオウキクサ（L. aoukikusa Beppu et Murata） 20 

ホクリクアオウキクサ（L. aoukikusa Beppu et Murata subsp. hokurikuensis Beppu et Murata） 20 

ナンゴクアオウキクサ（L. aequinoctialis Welw） 20 

ムラサキコウキクサ（L. japonica Landolt） 20 

ウキクサ（Spirodela polyrhiza） 21 

ミジンコウキクサ（Wolffia globosa） 22 

浮葉 エビモ（Potamogeton crispus） 23 

双子葉 沈水 ジュンサイ（Brasenia schreberi） 24 

シダ植物

浮遊 
オオアカウキクサ（Azolla japonica） 21,25,26 

サンショウモ（Salvinia natans） 21,26,27 

浮葉/抽水 デンジソウ（Marsilea quadrifolia） 25 

抽水 ミズニラ（Isoetes japonica） 25 
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attenuata）53)を試験生物とした毒性試験の報告が

認められた． 

 その他，水産庁では漁場環境の保全と持続的な

水産魚介類の利用を目的に，各種海産生物に関す

る毒性試験指針を取りまとめている．また，環境

省ではマダイ（Pagrus major）およびクルマエビ

（Penaeus japonicus） を用いた急性毒性試験法の

開発が進んでいる 54)．海産生物を用いた毒性試験

法については，眞道による総説 55)に詳しく記載さ

れているので，それを参照にされたい． 
 

2. 室内多生物試験 
単一種の生物を用いた試験では，その種に対す

る影響しか明らかにできない．そこで，生態系へ

及ぼす化学物質の影響評価に関し，多生物試験の

重要性が指摘されている．しかし，多生物試験は

試験手法の標準化が困難であること，結果の評価

法が確立されていない等の理由から，化学物質の

評価や規制への活用は進んでいない． 
本項では，比較的規模の小さい試験系である室

内多生物試験について，国内における検討事例

（表 6）を紹介したい． 

表 5. 試験生物として報告のあった水生昆虫 
分類 文献数（件）* 生物名 

トビケラ目 10 
ウルマーシマトビケラ（Hydropsyche orientalis）28) 
コガタシマトビケラ（Cheumatopsyche brevilineata）28- 36) 
ホタルトビケラ（Nothopsyche ruficollis）28, 37, 38) 

トンボ目 5 

アオイトトンボ（Lestes sponsa）39) 
アオモンイトトンボ（Ischnura senegalensis）28) 
アキアカネ（Sympetrum frequens）40, 41) 
アジアイトトンボ（Ischnura asiatica）28) 
オニヤンマ（Anotogaster sieboldii）39) 
キイトトンボ（Ceriagrion melanurum）39) 
クロイトトンボ（Cercion calamorum）39) 
タカネトンボ（Somatochlora uchidai）39) 
チョウトンボ（Rhyothemis fuliginosa）39) 
ナツアカネ（Sympetrum darwinianum）42) 
マユタテアカネ（Sympetrum eroticum）39) 
モノサシトンボ（Copera annulata）39) 

カメムシ目 4 

アサヒナコミズムシ（Sigara maikoensis）28, 43, 44) 
オオコオイムシ（Diplonychus major）28, 45) 
タガメ（Lethocerus deyrollei）28) 
ヒメアメンボ（Gerris latiabdominis）28, 46) 
ナベブタムシ（Aphelocheirus vittatus）28, 43) 
マルミズムシ（Paraplea japonica）28, 43) 
マルヒメツヤドロムシ（Zaitzeviaria ovata）43) 
ミゾツヤドロムシ（Zaitzevia rivalis）43) 

ハエ目 1 チカイエカ（Culex pipens morestus）28, 47) 

カゲロウ目 - 
エルモンヒラタカゲロウ（Epeorus latifolium）28) 
シロタニガワカゲロウ（Ecdyonurus yoshidae）28) 
シロハラコカゲロウ（Baetis thermicas）28) 

コウチュウ目 1 
ゲンジボタル（Luciola cruciata）28) 
ヘイケボタル（Luciola lateralis）28, 48) 

*日本環境毒性学会編集の生態毒性試験ハンドブック 28)を除く 
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フラスコサイズで形成される微生物生態系（マ

イクロコズム）はその群集構成の違いにより，

Gnotobiotic 型 ， Stress-selected 型 お よ び

Naturally-derived 型に分類される 56)．このうち単

独培養で培養した生物種を組み合わせた，種構成

既知で個体数計測が可能な Gnotobiotic 型のマイ

クロコズムは，再現性が良く安定した試験系が確

立できるとされている．我が国における研究事例

を調査したところ，生産者，分解者，捕食者で構

築された Gnotobiotic 型のマイクロコズム（表 7）
の研究事例が多く認められた 56-68)．また，マイク

ロコズムと類似した手法として，既知の複数種微

生物から構成された河川モデル生物膜（藻類, 細
菌など微生物の集合体）を用いた評価手法が島根

大学のグループにより検討されていた 69-73)．本研

究では，河川における生物膜の生態学的重要性に

着目し，珪藻と細菌で河川モデル生物膜を人工的

に構成し試験に用いていた（表 7）． 
その他，室内で多生物に対する影響を評価する

手法としては，野外より採取した底質（底泥に含

まれる休眠卵から孵化した動物プランクトン種

から構築）から発生した生物を用いる試験 74-76)，

室内流水式水路で野外より採集した底生動物を

飼育し，被験物質を曝露する試験 77)などが認めら

れた． 
我が国における農薬の高次リスク評価への活

用という観点では，河川モデル生物膜を用いた試

験は，藻類に対する影響が懸念される農薬の高次

評価への活用が期待される手法であると考えら

れた． 
 

3. 野外試験 
化学物質の評価において，室内毒性試験だけを

用いた評価には様々な限界点があり，欧米では農

薬の生態リスク評価において，メソコスム（野外

モデル生態系試験）の活用が進んでいる． 
これまで我が国においても事例は少ないもの

の農薬の影響評価に関する野外試験について検

討されている．本調査では，実際の水田を試験区

として調査した試験も野外試験と位置づけ情報

を収集した．国内で取り組まれた主な野外試験に

ついて，試験区の構造別に分類し表 8にまとめた． 
農薬の高次リスク評価への活用という観点で

は，対照区の設定が可能なメソコスムおよび流水

型野外水系モデルが有用な手法であると考えら

れた． 
国内で実施された野外試験のうち，国立環境研

究所で近年検討が進んでいるメソコスム試験， 

 
表 6. 国内における室内多生物試験についての検討事例 

研究事例 試験の概要 
Gnotobiotic 型マイクロコズム 6-11 種の生物（生産者, 分解者, 捕食者）を使用した試験 56-68) 
河川モデル生物膜 5-6 種の生物（生産者, 分解者）を使用した試験 69-73) 

その他 

・底質（底泥に含まれる休眠卵から孵化した動物プランクトン種から構

築）から発生した生物を用いる試験 74-76) 

・室内流水式水路で野外より採集した底生動物を飼育し，被験物質を曝

露する試験 77) 
    

表 7. 室内多生物試験で試験生物として報告のあった微生物 
研究事例 栄養段階 生物名 

Gnotobiotic 
型マイクロ

コズム 56) 

生産者 緑藻類 Chlorella sp., Scenedesmus sp. 藍藻類 Tolypothrix sp. 

分解者 
細菌類 
Bacillus cereus, Pseudomonas putida, Acinetobacter sp., Coryneform bacteria 

捕食者 
繊毛虫類 Cyclidium glaucoma 
輪虫類 Lecane sp., Philodina erythrophthalma 
貧毛類 Aeolosoma hemprichi 

河川モデル

生物膜 73) 
生産者 珪藻類 Achnanthes minutissima, Nitzschia palea 
分解者 細菌類 Pedobacter sp., Stenotrophomonas sp., Aquaspirillum sp. 
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表 8. 国内における野外試験についての検討事例 

 
 
 
 

 

 
 
 
 

試験区の構造 1 区の大きさ 試験期間 調査項目（生物） 

メソコスム(水田式)78-84) 
水田型(人工水田, 流水) 

8.32 m2(1.6 m×5.2 m) 
約 4 ヶ月 

動物プランクトン, 底生生物, 水生昆虫類, 試験生物の試験区内への導入(ヒメ

ダカ) 

メソコスム(止水式)79, 85) 
タンク型(止水) 

直径 1.015 m(0.81 m2) 
約 5 ヶ月 

動物プランクトン, 底生生物, 付着生物, 水生動物(ホウネンエビや水生昆虫), 
試験生物の試験区内への導入(ヒメダカ) 

流水型水系モデル 186-89) 
60 m2(3 m×20 m) 

(河川を想定) 
約 2 ヶ月 

プランクトン, 付着藻類, 水生昆虫の個体数, 試験生物の試験区内への導入(ミ
ジンコ類, ヒメダカ) 

流水型水系モデル 289-95) 
10 m2(1 m×10 m) 

(河川を想定) 
約 2 ヶ月 

付着藻類, 大型藻類(アオミドロ類), ウキクサ類, 水生植物(ヒルムシロ), ミジ

ンコ類などの個体数 

隔離水界(湖)96) 4.8 m×4.8 m×0.7 m 約 3 ヶ月 クロロフィル, 植物プランクトンの個体数, 動物プランクトンの個体数など 

隔離水界(人工池)97, 98) 直径 1 m×3.8 m(円柱) 1～2 ヶ月 クロロフィル, 植物プランクトン, バクテリア, 動物プランクトン, 底生動物 

野外水田 199) 167 m2(1.67 a) 約 2 ヶ月 ミジンコ目, 昆虫類の個体数 

野外水田 2100) 不明 約 5 ヶ月 水生昆虫の個体数 

野外水田 3101) 不明 約 3 ヶ月 水生昆虫, クモ類, カエル幼生等の個体数 

野外水田 4102) 50.4 m2(4.2 m×12 m) 約 1 ヶ月 
ユスリカ類幼虫, 水生昆虫の密度, 試験生物の試験区内への導入(コオイムシ幼

虫) 

野外水田 5103) 水田 51 または 72 枚 約 1 ヶ月 赤トンボ羽化殻数 

野外人工水路 97,104) 長さ 100 m, 幅 23 cm 1～2 ヶ月 クロロフィル, 底生動物(残存数および流下数) 
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表 9. 野外試験（メソコスムおよび流水型野外水系モデル）の試験条件の比較 

試験条件/試験の種類 
メソコスム 83) 

(国立環境研究所, 水田式) 
メソコスム 85) 

(国立環境研究所, 止水式) 
流水型水系モデル 87) 
(日本植物防疫協会) 

流水型水系モデル 92) 
(日本植物調節剤研究協会) 

1 区の規模 
8.32 m2 

(1.6 m×5.2 m) 
0.81 m2 

(直径 1.015 m) 
60 m2 

(3 m×20 m) 
10 m2 

(1 m×10 m) 

調査期間 約 4 ヶ月 約 5 ヶ月 約 2 ヶ月 約 2 ヶ月 

生物調査の回数または頻度 13 回 1 回/2 週間 25 回 9 回 

被験物質 
殺虫剤 

(系内施用) 
殺虫剤 

(系内施用) 
除草剤および殺虫剤 

(系外施用) 
除草剤 

(系外施用) 

調査 
生物 

植物プランクトン × × ○ ○ 
動物プランクトン ○ ○ ○ミジンコ類の導入あり ○(ミジンコ類のみ) 

水生昆虫類 ○ ○ ○ × 
底生生物 ○ ○ × × 
付着生物 × ○(動物) ○(藻類) ○(藻類) 
水生植物 ○ × × ○ 
魚類 ○試験区内へ導入(ヒメダカ) ○試験区内へ導入(ヒメダカ) ○試験区内へ導入(ヒメダカ) × 

農薬残留濃度分析 あり あり あり あり 

水質調査 濁度, pH, DO 濁度, pH, DO pH, DO, クロロフィル a 濁度, pH, 全窒素, 全リン 
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日本植物防疫協会および日本植物調節剤研究会

で行われた流水型野外水系モデルについて，試験

規模，調査期間，調査生物等の試験条件について

比較した結果を表 9 に示す． 
 
4. バイオモニタリング 
バイオモニタリングは，リアルタイムで生物反

応を監視し，環境リスクをモニタリングする手法

である．調査方法としては，細菌，細胞，酵素等

を用いた簡易検定法 105, 106)や生物個体を用いた方

法 107, 108)等様々な手法が示されている． 
我が国の河川における実施例では，試験生物と

して，単細胞緑藻，ウキクサ等の水草，小型の淡

水エビ（ヌカエビ, Paratya compressa improvisa），
カゲロウ幼虫を利用した報告が認められた 107, 

108)． 
バイオモニタリングは，農薬の登録前における

リスク評価への活用という観点では期待できる

手法ではないが，登録後の規制効果の評価などに

活用できる成果であることから本調査で情報収

集を行った． 
 

お わ り に 
本調査では，水産動植物に対する農薬の高次リ

スク評価への利用が期待される高次試験の国内

における実施状況について情報収集を行った．試

験生物に焦点をおき調査結果をまとめ，国内での

検討で扱いやすいと考えられる生物種について

確認した．本資料の情報がより合理的な評価シス

テムの確立につながれば幸いである． 
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